
静岡県の県政と財政運営
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“ふじのくに”の経済基盤

県内
総生産 15兆4,115億円

製造品
出荷額等

16兆7,871億円

1人当たり
県民所得 327万円

人口 366万人

全国

10位

全国

10位

全国

6位

全国

4位



バランスのとれた産業構造

全国4位
（平成29年）

製造品出荷額等

16兆7,871億円
25.7%

13.1%

10.9%8.2%
5.5%

5.2%

31.4%

輸送機械

（全国２位）

電気機械

（全国２位）

ピアノ製造

（全国１位）

その他

化学工業（全国６位）

(うち医薬品・医療機器・化粧品

生産額全国１位)

飲料・たばこ・飼料（全国２位）

食料品（全国８位）

生産用機械
（全国７位）



伊豆半島（ユネスコ 世界ジオパーク）

静岡水わさびの伝統栽培
（世界農業遺産）

富士山（世界遺産）

韮山反射炉（世界遺産） 南アルプス（ユネスコエコパーク）

世界クラスの資源

駿河湾
（世界で最も美しい湾クラブ）



静岡県の新ビジョン（総合計画）

（１）富国有徳の「美しい“ふじのくに”」づくり

美しく調和した富士山の姿のように、命を守る危機管理のもと、
徳のある人（士）と豊かな物産（富）を備えた、自立した地域づくり
を進める

（２）静岡県を Dreams come true in Japan の拠点に

静岡県は、県民幸福度の最大化に向けた特色ある施策を展開することで、
人々が夢をかなえ、幸せを実感できる地域をつくり、新しい日本づくりの
ロール・モデルを目指す

富国有徳の「美しい“ふじのくに”」づくり
～静岡県をDreams come true in Japan の拠点に～

＜基本理念＞ ドリームズ カム トゥルー イン ジャパン



全国トップレベルの地震・津波対策

◆ これまでの実績

◆ 全国トップレベルの対策

2兆4,051億円

97.3％

（全国3位）

防災拠点となる公共施設の
耐震化率(平成29年度末)

22,083戸

（全国1位）

木造住宅耐震補強
工事助成(平成29年度末)

昭和54年度 ～ 平成30年度

その他
（市町助成等）

（7,572億円）

津波対策施設
（1,125億円）

消防用施設
（1,021億円）

通信施設
（702億円）

山・崖崩れ
防止対策
（3,133億円）

緊急輸送路

（4,402億円）

病院・学校等
耐震化

（4,417億円）

避難地・避難路 （1,679億円）



地震・津波対策アクションプログラム2013の着実な推進

目 標

・「静岡方式」による津波対策

・緊急地震、津波対策等交付金

・「浜岡原子力発電所」の防災対策

想定される犠牲者(105,000人)を、
10年間（H25～R4年度）で8割減少

取 組

【総アクション数】 183
【H30年度末までの進捗率 】 91％

地震による
犠牲者

約9,000人

津波による
犠牲者

約96,000人

4次想定

レベル２地震による
犠牲者

約105,000人

アクション
の推進

令和4年度

８
割
減

約85,000人



富をつくる産業の展開①

本県の企業立地件数

H30年度 件数 67件・・・全国4位

富士山麓フロンティアパーク小山の
着実な整備と企業誘致



富をつくる産業の展開②

ファルマバレープロジェクトの推進

・静岡がんセンターの開院（H14）を機に富士山麓
地域に医療健康産業を集積する県のプロジェクト

・新法人「一般財団法人ふじのくに医療城下町推
進機構」が事業を開始（H30）

セルロースナノファイバー(CNF)産業の創出
～CNFの世界的な拠点を形成～

・研究開発の強化
・CNFを活用した製品開発の支援

医薬品・医療機器・化粧品の合計生産額は、
1兆2,085億円で全国1位（H30）

EV化等に対する自動車産業への支援
・企業支援
・自動運転実証実験
・研究開発、事業化支援
H31予算 3億円

AOI(アグリオープンイノベーション）
プロジェクトの推進

・AOI－PARCの開所（H29）
・大学や研究所との共同研究
・民間事業者の革新的開発
・AOIフォーラムの運営

静岡県 埼玉県 東京都 大阪府 栃木県

■医薬品 ■医療機器 ■化粧品

医療機器生産額は3,587億円（H30）
※10年連続で全国1位

（億円）
15,000

10,000

5,000

0



行政経営革新プログラム

Ⅰ.現場に立脚した施策の構築・推進
①県政の透明性の強化
•戦略的なパブリシティ等に重点を置いた訴求力
の高い情報提供の推進
②多様な主体の知見を活かす連携・協働の
推進
•施策・事業の構築や見直しの検討段階における
更なる若者参画の促進
•民間企業等との連携・協働により、新たな価値
を生み出す取組の推進

総合計画における行政経営の位置づけを踏まえ、
「現場に立脚した生産性の高い行政経営」を図るための具体的取組と目標を明

示

行政経営革新プログラムの概要 (計画期間：2018～2021年度)

取組の柱と重点取組
Ⅱ.生産性の高い持続可能な行財政運
営
③ 革新的技術の導入による効率的・効果
的な事業執行
•ICT等の活用による時間や場所に捉われない柔
軟な職場環境づくりの推進
•ICTの利活用による事業執行の効率化と県民サ
ービス向上の両立



健全化判断比率

指 標 2018年度
(決 算)

2021年度
(中期試算)

国基準

早期健全化
基準

財政再生
基準

健
全
化
法
に
よ
る
指
標

実質赤字比率 （黒字） （黒字） 3.75% 5.0%

連結実質赤字比率 （黒字） （黒字） 8.75% 15.0%

実質公債費比率 13.4% 14.2% 25.0% 35.0%

将来負担比率 240.2% 206.9% 400.0% －

すべての指標で国の基準をクリア



県税収入の推移

5,412

4,178

4,990

1,324

913

477

1,265

3,979

4,838
1,445

1,988

1,510

4,8204,883

4,478
4,232

4,063

888

1,246

1,485

1,201

4,017

4,903

（1,490）

（5,109）

469

（5,088）

（当初予算）

※（ ）内は政令市への税源移譲影響を除く額



一般会計の歳出規模

（義務的経費）
（当初予算）

4,045

4,964
1,866

3,013

13,205 13,511

11,693
12,136 12,019 12,149 11,795

（12,355）
12,066

※（ ）内は政令市への税源移譲影響を除く額



企業会計の状況

（単位：億円）

区分

H30年度
財政健全化

法上の
資金剰余額

資金不足
比率

企業債
現在高収益的

収入
収益的
支出

差引

企業局

工業用
水道事業

49 45 4 86 - 88

水道事業 70 57 13 111 - 140

地域振興
整備事業

37 32 5 51 - -

がんセンター事業 352 354 △2 130 - 353



3,120
3,405

3,512
4,100

4,596
4,738

4,9535,201

10,645

10,541

3,335
3,334

2,143
2,611

2,1793,362

0

5,000

10,000

15,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

損失補償 債務保証

外郭団体の状況

（単位：百万円）

県の損失補償・債務保証残高整理合理化

財務状況
債務超過団体 ： なし

年度 H9 H17 R元 増 減

団体数 38 32 29
▲9

（R元‐H9）

H30年度経常収支

黒字：13団体

赤字：15団体

R元設立：１団体



今後の財政運営

収支均衡に向けた方針

区分 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度
財源不足額（当初予算） △324 △399 △388 △456 △218

基金の残高 252 355 361 161 313

（単位：億円）基金の取り崩しに頼らない財政運営

新ビジョン（県総合計画）における目標
区分 現状（H28年度） 目標

収支均衡 財源不足額
△205億円

財源不足額
0億円

観光誘客等を通じた消費喚起などによる県税収入の涵養
徹底した歳出の見直しによる財源不足額の圧縮
安定的な財政運営を確保するため、活用可能な基金を確保



静岡県債の発行方針

基幹年限である５年債､10年債を年間通じて発行

金利変動リスクの軽減のため、年間計画に基づき発行
共同発行債も含め、年間を通して発行

主幹事方式で、発行時期や額を機動的かつ柔軟に決定
幅広い投資家のニーズに応えるため多様な年限を発行

機動的に超長期債を発行



発行年限の多様化

区 分 H27 H28 H29 H30 H31/R元

市
場
公
募
債

シ団方式 5年 400 300 600 400 400
10年 1,200 700 700 900 800

主
幹
事
方
式

5年 0 100 100 200

1,400程度

超
長
期
債

15年 200 100 0 0

20年 400 300 400 200

20年(定時) 100 300 400 500

30年 300 340 100 200

30年(定時) 0 0 0 0
外貨建て国内債 0 0 0 200程度※

小 計 2,600 2,140 2,300 2,600程度 2,600程度

共同発行債 300 300 300 300 300
計

(発行額に占める割合)

2,900

(87.7%)

2,440

(82.2%)

2,600

(80.6%)

2,900程度

(87.3%)

2,900程度

(82.9%)
銀行等引受債・政府系資金 408 530 623 423 598

合 計 3,308 2,970 3,223 3,323程度 3,498程度

(単位：億円)

※ 発行当時の為替レートで計算



外貨建て国内債の概要

外貨建て国内債を発行する目的

投資家層の拡大（外貨での運用ニーズを有する国内投資家）

市場環境によっては、調達コストが円債より有利になる

外貨建て債の概要 発行実績

区分 一般的な外債 外貨建て国内債

取引市場 海外市場 国内市場

主要販売先 米国、欧州、アジア 日本国内

手続き 契約手続き等が
全て英文

円債と同じ
(日本語で可)

事務コスト 円債と比較し高い 円債と同程度

発行実績 東京都 静岡県
神戸市

区分 平成30年度 令和元年度

通貨 米ドル カナダドル 米ドル 米ドル

年限 5年 10年 5年 5年

発行額 1億米ドル 1億加ドル 1億米ドル 1億米ドル

条件
決定日 11/16 11/20 8/14 9/18

格付 R&IよりAA+、Moody’sよりA1



県債の管理

減債基金の積立てルール

県債発行額の3.7%（27分の1）を３年据置後、毎年度積立

一般会計県債残高と基金残高の推移
（億円)（億円)

18,248

9,622

3,114

5,267

15,633

13,262



格付の取得状況

国債と同等の格付

静岡県 国国

国国国

国国国国国国

ＡＡ＋
(安定的)

ＡＡ＋
(安定的)

Ａ１
(安定的)

Ａ１
(安定的)



TEL 054-221-2036

FAX 054-221-2750

URL https://www.pref.shizuoka.jp/governor/ir2002/index.html

E-mail zaisei@pref.shizuoka.lg.jp

静岡県 知事直轄組織
政策推進局 財政課
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